
 

確認しておきたい 

追 加 融 資 と 借 入 金 返 済 へ の 備 え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の借入状況を確認し、追加融資、借入金返済

に備えよう 

(1) 借入状況、返済予定を確認しよう 

昨年は、新型コロナ対応融資をはじめとする資金繰り

支援策を活用して、多くの企業が資金調達を図りました。 

しかし、コロナ禍の長期化によって、追加融資が必要な

事態を想定するとともに、既存借入金の返済開始時期

や返済原資についても確認が必要となります。 

(2) 追加融資は、今後、厳しくなることを想定しよう 

今後は、新型コロナの影響が理由であっても、審査が難

しくなることが予想されます。すでに企業の借入額は増

加しており、金融機関は、すでに融資した分を含め、追

加融資分がきちんと返済されるかどうかを慎重に検討し

ます。 

企業としては、追加融資の資金使途と必要資金額、返

済可能性について資料を添えて説明することが必要に

なってきます。 

(3) 資金繰り表、経営計画、月次試算表の提出が重要 

になる 

金融機関への説明資料としては、直近の試算表、直近

と前年同月の売上高の資料のほか、資金繰り表を作成

しましょう。 

必要資金額については、資金繰り表を使って具体的に

説明しましょう。 

返済可能性については、今後の売上改善の見通し、売

上・収益の具体的な改善策を根拠として示す必要があ

ります。それには、経営計画書を策定し、それをもとに

説明をすることが大事です。 

今後の資金繰りに備えて、メインバンクや政府系金融機

関などへ早めに相談するとともに、取引先金融機関に

は、決算書や月次試算表をタイムリーに提供する体制

を整えましょう。 

日本政策金融公庫による新型コロナ関連対応融資 

日本政策金融公庫による主な融資制度としては、既存の

「セーフティネット貸付」のほか、新型コロナの影響を受け

た事業者を対象とした「新型コロナウイルス感染症特別貸

付」などがあります。本年 1 月 22 日から、「直近 2 週間以

上」等の売上減少の実績で比較できるよう要件の緩和が

行われ、利下げ限度額も拡充されました。 

なお、政府系金融機関における実績無利子・無担保融資

は、本年前半までの予定です。 

◎新型コロナウイルス感染症特別貸付の概要 

売 上 
要 件 

最近 1 か⽉間等(注)の売上⾼、または過去 6 か⽉ 
（最近 1 か⽉を含む）の平均売上⾼が前 3 年の 
いずれかの年の同期と⽐較して 5％以上減少 

貸 付 
期 間 

運転資⾦ 15 年以内 
設備資⾦ 20 年以内 ※うち据置期間５年以内 

融 資 
限度額 

国⺠⽣活事業 8,000 万円（別枠） 
中⼩企業事業 6 億円（別枠）      ※無担保 

⾦利 ・ 
利下げ 
限度額 

当初 3 年間︓基準⾦利から －0.9％ 
4 年目以降︓基準⾦利  
－0.9％の利下げ限度額︓国⺠⽣活事業6,000 万円 
中⼩企業事業 3 億円 

（注）最近 1 か⽉間の売上⾼のほか、最近 14 ⽇間以上 1 か⽉間未満の
任意の期間における売上⾼ 

危機関連保証は、指定期間を 6 月 30 日まで延長 

「危機関連保証」は、全国の中小企業・小規模事業者の

全業種を対象に、信用保証協会が通常の保証（一般保

証）枠やセーフティネット保証枠（4 号・5 号）とは、別枠

（2.8 億円）で原則として 100％保証する制度です（都道

府県によって取り扱いが異なるため確認が必要です）。 

なお、セーフティネット保証（5 号）、危機関連保証は、指

定期間が令和 3 年 6 月 30 日まで延長されています。 

出典：TKC 事務所通

中 期 経 営 計 画 教 室 の ご 案 内 

■今 ⽉ の開 催 ⽇ 時 ︓ 
令 和 3 年 6 ⽉ 17 ⽇ （⽊ ）10︓00〜17︓00 
※毎 ⽉ 第 三 ⽊ 曜 ⽇ 開 催   
■会  場  ︓ ベイヒルズ税 理 ⼠ 法 ⼈   セミナー室  
■参 加 費  ︓ 弊 社 顧 問 先 様  1 ⽇  30,000 円  

⼀ 般 の⽅  1 ⽇  50,000 円  
※詳 細 のお問 い合 わせ、お申 し込 みは 
045-450-6701（担 当 MAS 課 ）までご連 絡 ください。 
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